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　世界の著名な博物館、劇場は、国内外から多数の観光客を迎え、賑わい
を見せている。地域にある文化施設にも観光業との連携や観光客集客を図
る事例が少なからず見られる。文化施設運営において、施設が法制上は社
会教育施設と位置づけられていようと、観光や観光行動にどのようなスタ
ンスで臨むかは、重要な課題になっている。
　しかし、観光や観光行動の起点にたちかえり、また文化との関係構築の
変化をふまえたうえで、文化施設の今日的あり方を、その近未来を検討す
る機会は乏しかった。この小論は、文化施設マネジメントのなかで観光と
の関係構築を今後検討するための枠組みを提示しようとするものである。

1　観光への関心とその拡がり
　観光という言葉は『易経』に由来する漢語であるが、日本では tourism
の訳語として明治以降用いられるようになった。また tourismという言い
方が欧米で一般化するのは 19世紀後半になってからであるという★1。い
ずれにしても比較的新しい言葉である。ところが、観光の概念は 1990年
代に入るや急速に拡張し、エコ・ツーリズム、メディカル・ツーリズムと
いった具合に、あらたな観光のかたちが提起されたり、従来からあった観
光行動に新しい名称が与えられたりした。人の移動を前提にしていた観光
体験に対して、cyber-tourismを含む擬似的な体験を提供する仕組みも拡
大しつつある。ユネスコ（国際連合教育科学文化機関）が Google社と、ユネ
スコが指定した世界遺産を Google Mapsのストリート・ビューで公開す
ることに合意したとの発表（2009年 12月 3日）は★2、インターネットを介
した cyber-tourismを拡大させるとともに、観光行動の外延をさらに広げ
るであろう。
　1990年代以降、大学等による観光研究が盛んになり、最近の研究論文
集には人類学的、社会学的、政治学的な論考と共に、ジェンダー論、カル
チュラル・スタディーズ、ポピュラー文化論などからのアプローチが並ん
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でいる。また、遺産保存、建築と都市計画、交通、テーマ・パーク、ポス
トコロニアリズム等々のトピックスについての議論も繰り返されている★3。
　この動向が、あらたな成長分野としての観光産業への注目、各国政府に
よる担当官庁の設置や観光政策の拡充と呼応しているのは、リーズ・メト
ロポリタン大学等英国の大学における専門課程の構成等を参照しても明白
であろう。それとともに、アーリの『観光のまなざし』以後の、観光その
ものの構造がもつ多層的な問題域への関心拡大とその今日性が指摘されて
いる★4。
　多様な観光概念、観光行動、観光政策、観光産業論が語られるなかで、
文化観光をとりあげ、その意義や本質に関する検討は、少なくともわが国
においては乏しかった。観光行動の多くが、何らかの文化的な契機を含む
ため、その特性や輪郭を確定するのが困難であったためもあろう★5。
　観光学における文化観光の定義は、たとえば『観光学辞典』では「ルネ
ッサンス期のヨーロッパで、巡礼にかわって歴史的・地理的・科学的真理
を追究するために生まれた観光行動。歴史的遺跡や博物館を訪れる歴史観
光、異文化を鑑賞するエスニック・ツーリズム、都市化以前の日常生活を
鑑賞する民俗ツーリズム、モデル・カルチャーを鑑賞するテーマ・パーク
観光などを含む」と記され、境界は曖昧であり、他の観光と異なる独自の
意義などへの言及はない★6。
　この説明自体も、アメリカの文化人類学者ネルソン・H・H・グレーバ
ーンによる観光旅行の類型化に依拠している。グレーバーンによれば、ヨ
ーロッパにおける観光旅行の原型は中世における巡礼にあり、その後近世
に歴史的・地理的な真理を探究する文化観光が生まれた。そのうち、貴族
らが各地の歴史的な遺跡を訪問したり、教会堂を訪れたりする歴史観光が
盛んになった。一方、ロマン主義時代には、自然や田園への関心から自然
観光を生み、環境観光として景勝地や海辺へのレクリエーション的な、ま
た狩猟や蒐集的な行動をともなう形がとられた。また自然観光には、エコ
ロジーへの関心を含み、文化観光と繫がる領域としてエスニックなものへ
のツーリズムがあげられている★7。

歴史的

エスニカル
文化観光

自然観光 エコロジカル

環境的
レクレーショナル

狩猟的・蒐集的
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　グレーバーンは、文化観光は自然観光の対概念ととらえている。同時
に、文化遺産の保全、ならびにユネスコの諮問機関として世界遺産の審査
やモニタリングもおこなっている非政府組織イコモス（ICOMOS ＝国際記

念物遺跡会議）とその〈国際文化観光憲章〉（1999年）の基礎になっている★8。

2　あらたな文化観光の探究
　それでは文化観光はどのように理解されてきたのであろうか。
　1965年に設立されたイコモスは、1970年代から文化観光についてさま
ざまな形で見解を発表してきた。観光者の数と要求の増大が、保存活動に
対する政治的、財政的な支援の拡大を招来した一方、過剰で不適切な使
用、文化的な価値を顧慮しない商品化などが、本来の価値を失わせる危険
があると指摘してきた。ユネスコは、文化観光に関連した多数のプログラ
ムを実施、観光と文化的多様性、観光と文化間の対話、観光と開発の関連
についての認識を深める必要性を繰り返し指摘している★9。
　やはりユネスコの関連組織である国際博物館協会（ICOM）は、国際会
議「ミュージアム、遺産と文化観光」（2000年 5月）とその報告書刊行★10、
〈持続可能な文化観光〉宣言発表（2007年 12月）など、文化観光とミュー
ジアムの関わりについて積極的な活動を展開している★11。また、1970年
に設立された世界観光機関（WTO）、は、2003年からは〈国連〉世界観光
機関（UNWTO）として国連の専門機関のひとつになり、翌年シェムリア
ップ（カンボジア）において文化観光に関するセミナーを開催、報告書を
出版している★12。
　これらの国際組織は、文化観光についてその範囲を規定したり、明確な
定義を公表しているわけではない。しかし、文化観光の意味や意義をどの
ように理解するかに関しては、明確な変化が看取できる。その点について
はこの小論の後半で言及することになる。ここではまず、この語が現在ど
のように理解されているかを確認しておきたい。
　バレーン・L・スミス編の『ホスト＆ゲスト―観光活動の人類学的考
察』（邦訳題名『観光・リゾート開発の人類学　―　ホスト＆ゲスト論でみる地域文

化の対応』）は、1974年にアメリカ人類学会が開催したシンポジウムをも
とに纏められ、1977年に初刊が刊行された★13。編者のスミスは初版から
12年後に出版した第 2版の序文で「（初版は）アメリカにおいて観光に関
する研究部門を確立し理論的展望の基礎を築くとともに、12の事例研究
によって，観光が引き起こすインパクトを実証的に示した先駆的著作であ
った」と述べている。初版における議論は、観光開発にともなう負のイン
パクト、たとえば文化の商品化、固有の文化的伝統の崩壊などを指摘する
事例研究が多く見られた。観光による固有文化の変容は、近代への同化で
あり、土着文化の西洋化であり、それが固有の文化を失わせかねないとい
う警戒が根底にあった。
　しかし、その一方で出版の翌年には 10年以内に第 2版を出版する計画
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がもちあがったという。それは、ほぼ同時期に刊行された他のいくつかの
論文などから、観光そのものの性質と、それが社会構造に及ぼす影響につ
いてかなり解明が進んできたためという。そのひとつが、やはり大きな影
響力をもったマッカネルの『観光客―レジャー階級の新理論』（1976）

であり、そこでは観光需要がもたらす商品化により真正性（authenticity）

が危機に瀕する点が強調されていた★14。
　近代や西洋への同化（assimilation）を前提とした立論は、本来の文化変
容（acculturation）論とは言い難いものの、国際機関の文化観光理解と通底
する部分もあった。たとえばユネスコは、これらの著述があらわれたのと
同じ時期に、従来の文化遺産保存と一般公開を結びつけ、その具体的な方
法を観光における活用とし、人間の文化行動と経済活動を結びつけて文化
観光と呼称していた方針を変更している。1976年、ユネスコは総会にお
いて「遺産の存在する地域社会の住民が、文化遺産の保存と公開に関心を
もち、それに参加することを促進する事業を実施すべき」とし、観光開発
と文化遺産保存を両立させようとする方向から転換した★15。同年に公表
された ICOMOSの『文化観光憲章 1976』においては、観光客は遺産保存
おおよび遺産管理者にとって脅威であり、両者の間の衝突をいかに回避す
るかに重点があった★16。
　観光開発と文化遺産保存の衝突あるいは二者択一的な考え方を克服し、
新しい理路づくりは、観光研究においても国際機関においても，次の重要
な課題となった。バレーン・L・スミスは『ホスト＆ゲスト―観光活動
の人類学的考察』第 2版（1989）によせた序文のなかで次のように指摘し
ている。「初版では、著者のほとんどが共通の主要な問題、すなわち文化
変容に観光活動が果たした役割を、近代化が果たした役割とどう区別する
か、という難題にぶつかった。その道標となるものは、当時なにもなかっ
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た。今回の第 2版が果たしたもっとも重要な貢献は、個々の事例研究か
ら、時間を隔てて地域に起こってきた変化を実証することができたこと、
及び今回の研究が、近代化と比較するところの文化の変容過程における観
光活動の相対的比重を評価する機会となったことである」とし、観光活動
がほとんどの社会において、文化を変容させる主要な要員とはなっていな
いことが判明したと述べている★17。
　ユネスコも観光開発そのものがもつ文化的な側面に言及し、またそれと
ともに従来文化遺産保存がモニュメンタルな建造物等に偏重し、文化が包
摂すべき価値観の多様さを反映していないのではないかという反省をおこ
なった。その具体的な表れが「文化的景観」概念の導入である。これは、
「もの」として見える有形の遺産ばかりでなく、景観を構成する諸要素
を、有形、無形、動産、不動産を通じた人間の営みの総合的なシステムと
して再構成し、そのシステム自体に価値をおく考えである。詳述はさける
が、この「文化的景観」概念の導入によって，文化観光の位置づけや理解
が大きく進展した。その重要な成果が、イコモスによる文化観光の定義で
あり、〈国際文化観光憲章（International Cultural Tourism Charter）1999〉の
制定である。
　新しい憲章の検討は、ICOMOSの第 11回総会（ソフィア、1996）に向
け，議長のヒサシ・B・スガヤが書簡を送り，次回総会（メキシコ、1999）

を目標に 20年前に制定された憲章の見直しを提案して始まった。部会に
おける討議を経て改定をかさねた第 8次草案は、メキシコにおける総会に
諮られ、さらに一部の修正を経て承認された。
　成案に至る段階で、文化観光の今日的な意義についての確認がおこなわ
れた★18。定義の前提として、新たな憲章では文化観光を狭義でとらえる
のを避けるのが基本とされた。しばしばミュージアム、歴史遺産や伝統的
パフォーマンスを鑑賞することのみに限られて理解されがちな文化観光だ
が、このような狭い定義では、ビジターとホスト・コミュニティの多様な
相互関係に対する認識が欠如しているとされた。ある場所を訪れるという
形態の観光は、いかなる場所であれ、その場所に対するビジターの文化的
経験を含み、この文化的経験とは、歴史遺産や伝統的パフォーマンスと同
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様に、現在の生活習慣、食事、地誌、環境、都市や農村も含めて考えられ
るべきであるとした。
　このような前提をふまえた ICOMOSによる文化観光の定義は、以下の
通りであるという★19。

　「次のような対象を、資源あるいは目的地とする観光形態を指す：
すなわち、歴史的市街地、町並みや集落、宗教的な場所、文化的景
観、産業遺産地域、貴重な自然環境を有する場所、博物館や美術ギャ
ラリー、また先住民が管理の意思、権利または責任を持ち続けてお
り、彼らにとって重要な意味を持つ古来の場所も含む。」

　ICOMOSが制定した〈国際文化観光憲章 1999〉においては、それぞれ
に細則をもった以下の 6つの原則が掲げられている。

1　国内および国際観光は文化交流のための主要手段であるがゆえに、
保存はホスト・コミュニティの成員と訪問者にとってコミュニティ
の遺産と文化について直接体験し理解するための責任とすぐれた機
会を提供すべきである。

2　遺産の場所と観光との関係性は、ダイナミックで相反する価値を含
む場合もあり、現在及び次の世代のために持続可能な方法で管理さ
れるべきである。

3　遺産にたいして保存と観光プログラムとは、訪問者の体験が、価値
があり、満足がゆき、楽しいものになるように保証しなくてはなら
ない。

4　ホスト・コミュニティと先住民族は、保存と観光に関与すべきであ
る。

5　観光と保存活動はホスト・コミュニティに益がなくてはならない。
6　観光振興プログラムは、自然および文化的な遺産の特性を保護し強
化するものでなくてはならない。

　より具体的な提言を含む細則を付帯したこれらの原則は、従来の文化遺
産理解にあった利益相反を解消し、観光人類学の成果を吸収し、観光開発
が文化保存とどのように協働するかの倫理や評価にもつながる視点を示し
ている。ICOMOSはユネスコの世界遺産プログラムを担当する機関ゆえ
に遺産を軸にした憲章であるが、この制定は文化観光を今日あらためて検
討する起点となった。　この小論においても一般的な用語法と区別するた
め、これ以後文化観光をこの憲章をふまえた意味で使用する場合、括弧つ
きで「文化観光」と称することにしたい。
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3　「文化観光」をめぐる国際機関の対応と特徴
　文化観光の理解のために、その輪郭を描こうとする試みはここまで主に
検討してきた国際機関のほかにも、多々存在した★20。しかし、ICOMOS
の〈国際文化観光憲章 1999〉と同時期に、一部はこの憲章の影響のもと
に、さまざまな機関が「文化観光」にかかわる声明や綱領を発表した。主
要な事例としては、1999年の持続可能な発展に関する国連決議をうけて
同年 UNWTOが開始した〈観光の持続的発展―グローバルな倫理綱
領〉の策定と公表がある★21。ICOMは、ペルーとボリビアにおいて 2000
年 5月に「ミュージアム、遺産と文化観光」と題した国際会議を開催し
た。また同時に〈ミュージアムと文化観光のための原則の憲章〉を提案し
た。同機関は、2007年に〈持続可能な文化観光〉声明も発表してい
る★22。ほかにヨーロッパ、アジア・太平洋など地域単位の声明等も相次
いだ。
　これらの発表の内容は多岐にわたるが、大きな特徴，共通点を指摘して
おこう。まず、遺産やミュージアムと観光とが利益相反する関係ではな
く、協働して文化的なアセットへの理解を深め、利益がホスト・コミュニ
ティに還元されるような仕組みをつくること、ホスト側もプログラムに参
画し、ともに持続可能な発展を構築することを柱とし、そのために従来観
光の対象となっていた記念碑的な建築物や遺跡のみではなく、場所、人工
物、文献、ホスト・コミュニティの生活、伝統的に継承されてきた無形遺
産等も含め、観光との互恵的関係を築く必要があるとしている。
　ミュージアムに関して ICOMは、〈ミュージアムと文化観光のための原
則の憲章〉（2000）において、「文化観光」の視点から重要な提案をおこな
った。なかでも原則 3では、「文化観光の視点から、遺産マネジメントお
よび観光者のための施設運営の両面において、ミュージアムは計画段階か
らローカル・コミュニティの積極的な参画を推進すべきである」とコミュ
ニティとの関係が明記されている。同項の細則には、文化遺産のマネジメ
ントをコミュニティがおこなうための教育訓練をミュージアムは担うべき
であるとしてもいる★23。UNWTOによる上記の〈倫理綱領〉は、「文化
観光」に限定した原則ではないが、同様に文化遺産への貢献、ホスト・コ
ミュニティにたいする利益、観光開発における責務などを明記している
（第 4項から第 6項）。
　声明や憲章は、多くがウェッブ上で閲覧可能であるため，詳細はそれぞ
れを参照願いたい。これらの声明等において、課題解決のための方策が検
討され、提起されている。そこに共通するのは、コミュニケーション、ホ
スト（あるいはローカル）・コミュニティ、インタープリテーション、教育
が解決のためのキイ・ワードとなっている点である。

4　「文化観光」と文化施設マネジメントの課題
　観光の影響や「文化観光」への対応は、ミュージアムなどの文化施設に
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とってすでに重要な課題であるという認識が共有されてきている。観光
は、冒頭に記したように語源は光を観る、示すという意味であった。しか
し、今日では産業の一形態であり、その経済規模は国によりばらつきはあ
るものの，各種統計が示しているように国際的には拡大している。文化観
光もまた観光という経済活動に、culturalという形容詞がついた語であ
る。しかし本論で繰り返し指摘し，引用した国際機関の多くは、観光産業
振興のための組織ではない。「文化観光」と文化施設の対応の考察の前
に、ICOMOSなどが立脚する文化遺産マネジメントと産業としての観光
との相違を再確認しておこう★24。

文化遺産マネジメント 観　光

構造 公共セクター主導 民間セクター主導
非営利 営利

目標 広義の社会的文化的目標 商業的目標
主要ステーク コミュニティ・グループ ビジネス・グループ
ホルダー 地域住民　ほか 非地域住民

文化専門組織 観光産業、観光業者
経済的態度 存在価値 使用価値

価値保存 アピールによる消費誘導
雇用の背景 社会、芸術 ビジネス、マーケティング
アセット利用 各種遺産の提示を通じた 目的地のブランド化を通じた

コミュニティの価値 プロダクツの価値
国際組織 ICOM、ICOMOS等 UNWTO等

　文化遺産あるいは文化資源といったアセットから「文化観光」というプ
ロダクツへの形成、それも両者にとって利益のある協働のありかたや事例
については、現在相当数の報告がなされつつある。この形成の文脈に、ミ
ュージアム、劇場を定位させ、文化施設をこの文脈から再定義する試みも
始まっている。文化施設マネジメントの近未来を検討するため、ここでは
文化観光者、すなわち「文化観光」をする観光者について★25、その輪郭
を素描しておこう。
　文化観光者の観光行動は、より深い学習、異文化の体験、自己啓発が契
機になっているとする点で、研究者の見解は一致している。またこれとは
別に、文化観光者の行動は連続性や継続性に特徴があり、一般の観光客に
とっては異文化体験などが旅行のなかでは偶発的であり一過的であるのと
区別されると指摘されてもいる★26。
　さらに文化観光者は、目的地への到着に先立ってアセットに関する期待
や訪問中にとりたい行動を形象化しようとし、そのために情報の信憑性に
関心をもつ。したがって理想的にはアセットの管理運営者から直接必要な
情報を望ましい方法で得ようと欲する。したがって情報のゲートキーパー
の重要性が高い。
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　「文化観光」という概念があらたに定義される前から、観光行動のなか
に文化施設における体験等の行動を含める観光客は少なくない。WTO
は、旅行中に文化的なアトラクション（文化遺産見学含む）、ミュージア
ム、何らかの上演に場合によっては参加する観光客の数は 37パーセント
であると発表した★27。ミュージアムや劇場などの文化施設訪問は、「文化
観光」を新たに考察するまでもなく観光客一般にとって、旅行の大きな目
的だが、「文化観光」の視点から、また文化観光者の観光行動の特質か
ら、文化施設に求められる使命や位置を再検討する必要が生じている。
　前述のように ICOMは「持続可能な文化観光」という文脈からミュー
ジアムの活動の構築を目指して活動している。文化施設ではあっても世界
的な組織をもたない劇場、上演芸術関係については、各国を代表する劇場
は観衆に観光客、地域外居住者を多くもちながらも、ICOMや ICOMOS
に見られるような声明や憲章の発表はきわめて乏しい現状にある。
　ICOMは 1993年に、世界のミュージアム職員の教育のために『博物館
の基本』を刊行し、同書は各国語に翻訳されて使用された★28。同書で
は、博物館の理念、コレクション、建築、管理等について詳述されている
が、観光については章や項目が設けられていない。ちなみに日本博物館協
会は、2009年 5月の国際博物館の日を「博物館と観光」をテーマとした
が、議論を深める催しは今後に残された。
　しかし、「文化観光」概念の急速な展開と、文化観光者やその行動、観
光研究の進展は、文化施設の存在様態、その近未来にも大きな影響をもつ
ようになっている。文化施設は、有形であれ無形であれ文化的なアセット
を展示、公開、提示する機関であり、そのミッションは変わらない。ミュ
ージアムなど文化施設は、観光業、観光客との関係構築を軸に対応を考え
てきた。今後は観光客がもとめる使用価値への対応だけでなく、それ以上
にアセットの存在価値を観光者の学習、異文化体験、自己啓発の意欲に継
続的な対応をする必要があろう。
　国際機関のワーキング・グループが「文化観光」に関して示したコミュ
ニケーション、ホスト（あるいはローカル）・コミュニティ、インタープリ
テーション、教育がキイ・ワードとなるという見解は、文化施設と「文化
観光」を考えるうえでも有効であろう。ミュージアム・コミュニケーショ
ン、コミュニティの参加、作品解説などインタープリテーションとその機
能のあり方の見直し、教育プログラムの理念更新とプログラムの拡張は、
先進的な文化施設ではすでに優れた取り組みが試みられている。ここで詳
述する余裕はないが、国内においても「文化観光」という理念から出発し
たものではないものの、すでに個別に様々な意欲的実践が見られる。
　従来文化施設の事業のなかで、必ずしも中心におかれてはいなかった部
分が、「文化観光」の文脈においてはむしろ重要であり、文化観光者が欲
する連続性・継続性、文化観光行動を形象するための情報に正鵠に対応す
ることが、施設の近未来にとって不可欠となる。小論では、ミュージアム
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や劇場の近未来を第一義的に想定して考察してきた。だがそれは、他の文
化芸術資源をもつ施設への適用可能性も有する。「文化観光」は文化施設
に、その言葉の本来の意味で、「光を観る、光を示す」装置であるととも
に、観光者に自己啓発を促し、彼（女）らの自己編集を支援する役割がも
とめているのである。

註
☆ 1　―　この点に関しては北川宗忠氏の論考を参照されたい。本書 8頁以下。
☆ 2 　―　http : //portal.unesco.org/en/ev.php-URL_ID=47015&URL_DO=DO_ 

TOPIC&URL_SECTION=201.html
☆ 3　―　ここでは詳述は避けるが、ヨーロッパの大学における関連学部、大学
院、研究所、また観光学研究の学術雑誌の創刊が 1990年代以降相次いでいる。
Jamal, Tazin and Robinson, Mike ; The SAGE Handbook of Tourism Studies. 
London, Los Angels, etc., 2009.

☆ 4　―　Urry, John ; The Tourist Gaze, Leisure and Travel in Contemporary 
Societies. London, 1990. 邦訳　ジョン・アーリ『観光のまなざし　―　現代社会に
おけるレジャーと旅行』加太宏邦訳、法政大学出版会、1995年。Jamal and 
Robinson ; op. cit.も参照。

☆ 5　―　国土交通省は 2005年に有識者からなる文化観光懇談会を発足させた。翌
年に発表された中間的報告では、文化観光の輪郭には言及されていない。
http : //www.mlit.go.jp/kisha/kisha06/01/010803/01.pdf

☆ 6　―　長谷政弘（編著）『観光学辞典』同文館、1997年、11頁
☆ 7　―　Graburn, Nelson H.H. ; Tourism: The Sacred Journey. In, Smith, Valene 

L. （ed.）, Hosts and Guests : The anthropology of tourism. Philadelphia, 1977, 2/  
1989. pp. 31-32　邦訳　バレーン・L・スミス『観光・リゾート開発の人類学
　―　ホスト＆ゲスト論でみる地域文化の対応』三村浩史訳、勁草書房、1991年

☆ 8　―　イコモス（International Council on Monuments and Sites）の「国際文
化観光憲章」は下記を参照。http : //www.international.icomos.org/charters/
tourism_e.htm

☆ 9 　―　ユネスコの文化観光に関連したプログラムは下記参照。http : //portal.
unesco.org/culture/en/ev.php-URL_ID=36700&URL_DO=DO_TOPIC&
URL_SECTION=201.html

☆ 10　―　ICOM; Museums, Heritage and Cultural Tourism, Paris, 2000.
☆ 11　―　国際博物館協会の文化観光に関連したプログラム，宣言等は下記参照。

http : //icom.museum/cultural_tourism.html
☆ 12　―　WTO; Cultural Tourism and Poverty Alleviation : The Asia-Pacific 

Perspective. Madrid, 2005.
☆ 13　―　Smith, Valene L. （ed.）; Hosts and Guests : The Anthropology of Tourism. 

Philadelphia, 1977.
☆ 14　―　MacCannell, Dean ; The Tourist : a new Theory of the Leisure Class, 

New York, 1976.
☆ 15　―　河野靖『文化遺産の保存と国際協力』風響社、1995年、547頁。
☆ 16　―　『文化観光憲章（Cultural Tourism Charter）1976』の「基本的立場」第

4項など。この指摘は、河野靖：前掲書等によってすでになされている。
☆ 17　―　バレーン・L・スミス、前掲書、ⅶ頁。
☆ 18　―　以下の定義は、山村高淑「開発途上国における地域開発問題としての文
化か観光開発」（西山徳明編『文化遺産マネジメントとツーリズムの持続可能な
関係構築に関する研究』、国立民族学博物館、2006に収載）38頁に負っている。
またイコモスの憲章にかんする下記ウェッブサイトも参照。



「文化観光」と文化施設マネジメントの近未来　33

　http : //www.international.icomos.org/charters/tourism_e.htm
☆ 19　―　この定義は山村高淑氏により紹介されている（山村高淑：前掲書 38-40
頁）。

☆ 20　―　一例をあげるなら、下記文献によれば多数の定義やその試みは、以下の 4
つのパターンに集約されるという。（1）観光の一形態で、文化は観光する人を楽
しませるか旅行の動機であるといった観光の形態から導き出された定義、（2）旅
行の様々なモティベーションにおいて見学研修や上演芸術鑑賞など文化が根幹と
なっている観光をさす定義で、UNWTOなどの非政府組織に多く見られる例、
（3） 教育的であると同時に娯楽的でもある経験あるいは願望に由来する定義、
（4）文化遺産や考古学的な場所を組み込む旅行のオペレーションから見る定義
で、もっとも一般的である。むろんこれらのパターンは相互に重なり、区分では
ない。 McKercher, Bob. & Du Cros, Hilary ; Cultural Tourism. N.Y., 2002. 
pp. 4-6.

☆ 21　―　全文は下記のウェッブサイトにおいて閲覧可能。http : //www.unwto.
org/ethics/full_text/en/full_text.php?subop=2

☆ 22　―　ICOM会議報告は註☆ 10参照、また 2007年の声明の概要は下記のウェ
ッブサイトにおいて閲覧可能。http : //icom.museum/declaration_tourism_eng.
html

☆ 23　―　註☆ 10 pp. 245-247.
☆ 24　―　McKercher, Bob. & Du Cros, op. cit., p. 14によるが一部簡略化した。
☆ 25　―　観光産業では観光客というが、それと区別して観光者を使用する場合が
ある。ただその意味は一様ではない。ここでは「文化観光」への参加者を広くさ
して用いることにする。

☆ 26　―　McKercher, Bob. & Du Cros, op. cit., p. 8. なお本書の第 9章においては文
化観光者の興味深い類型化が試みられている。

☆ 27　―　Richards, Greg（ed.）; Cultural Tourism in Europe. Oxton, 1996. p. 3 ff.
☆ 28　―　Ambrose, Timothy & Paine, Crispin ; Museum Basics. N.Y., 1993. 邦訳は
日本博物館協会『博物館の基本』1995年。

参考資料
国際観光機関〈観光のためのグローバル倫理綱領〉（1999）抜粋

1　相互理解に関する観光の貢献
（1）人類に共通な倫理的価値観（地域の多様性、哲学的、道徳的信念への寛容
と敬意）を醸成することが責任ある観光の根本であり帰結である。観光開発
関係者や旅行者は、社会や文化の伝統、少数民族や原住民を含めた全ての
人々の習慣をよく理解し、その価値を認識すべき。

2　個々人の充足のための観光の役割
（1）休暇、レクリエーション、娯楽、スポーツ、文化や自然とのふれあい等の
活動に最も関連した観光は、個々人の充足にとって重要な手段である。

（4）宗教、健康、教育、文化等を目的とする旅行は促進されるべし。
（5）観光による国際交流の促進や社会的、経済的及び文化的効果を教育カリキ
ュラムに盛り込むべき。

3　持続的発展と観光
4　人類の文化的遺産と観光
（1）観光資源は人類共通の遺産であり、コミュニティーはその保全に責任を有
する。

（2）観光政策策定にあたっては、文化的資源保全につとめなければならない。
（3）文化的遺産に対して、財政的支援を講じていかなければならない。
（4）伝統的文化活動、工芸、民芸等の保全につとめるべし。
5　ホスト国・コミュニティーに便益をもたらす観光
6　観光開発における関係者の義務



34

（3）観光関係者は、旅行者の文化的、精神的な旅の充足に貢献すべき。
（4）公的機関は、旅行会社の倒産への対応等旅行者の保護をすべき。
7　観光に関する権利
8　旅行における移動の自由
9　観光関連産業における従事者及び経営者の権利

10　〈倫理綱領〉実施
＊　以上は UNWTOの GLOBAL CODE OF ETHICS FOR TOURISM（1999）の
各条項と各条項のうちから文化観光にかかわる細目を抜粋したものである。翻訳
は基本的に機関による。なお〈倫理綱領〉という訳語は筆者による。

（みやま　よしお・所長、慶應義塾大学文学部教授／音楽学・アートマネジメント）


